
政策 き

源 816 千円 600 千円 390 千円

事　務　事　業　名 新規・継続 各施策推進のため適正な

る

事

執行を進める

目　　的

　

事務局運営費 継続

会計

務

・款・項・目 所　　管

　

　　課 平  成  3

事

0  年  度  の

　

  目  標

事業の選

業

択と集中を行うととも

　

に、事務局内の横の連

名

携を密に図ることで、

新

効率的かつ効果的な組

人

規

織運営を図る。
一般・

・

10教育費・1教育総

継

務費・1教育委員会費

続

学校教育課

事　業　概

教

　要 施策内順位

【運営

育

費】
25/25・施策

の

推進のための事務局運

機

営費

市長公約事項

活
動

会

指
標

指　標　名 単　位

均

平成30年度 平成31

が

等

年度 平成32年度

無

投

及

入
指
標

平成30年度 平

び

成31年度 平成32年

教

度

年度別事業費 4,7

育

59 千円 4,759 千

水

円 4,759 千円
特
定

準

財
源

国・県支出金 0 千

の

円 0 千円 0 千円 特　記

維

　事　項

地 　方 　

持

債 0 千円 0 千円 0 千円

育

向

そ 　の 　他 0 千円

上

0 千円 0 千円

一　般　

を

財　源 4,759 千円

図

4,759 千円 4,7

る

59 千円

とともに、

つ

地域の実情に応じた教

ま

育振興施策を講じる

目

ち

　　的
教育委員会運営

施

費 継続

会計・款・項・

策

目 所　　管　　課 平 

１

１

 成  30  年 

－

 度  の  目  

１

標

定例会のほか事前研

学

究・研修会を実施し委

習

員会機能を強化する。

環

一般・10教育費・1

境

教育総務費・1教育委

の

員会費 学校教育課

事　

充

業　概　要 施策内順位

実

【運営費】
23/25

心

を

・地方教育行政の組織

図

及び運営に関する法律

り

に基づく教育委員会の

、

運営

市長公約事項

活
動

子

指
標

指　標　名 単　位

ど

平成30年度 平成31

も

年度 平成32年度

無 定

た

期的な教育委員会の開

ち

催
回 12 12 12

投
入

の

指
標

平成30年度 平成

豊

「

31年度 平成32年度

生

事前研究会・研修会の

き

開催
回 12 12 12

年

る

度別事業費 3,391

力

千円 3,390 千円 3

」

,390 千円
特
定
財
源

を

国・県支出金 0 千円 0

育

千円 0 千円 特　記　事

み

　項

地 　方 　債 0

ま

千円 0 千円 0 千円

そ 

か

す

　の 　他 0 千円 0 千円 0 千円

一　般　財　源 3,391 千円 3,390 千円 3,390 千円

で

事　務　事　業　名 新規・継続 姉妹都市との交流を通じて他地域の文化や生活に触れる機会の創出 

目　　的
姉妹都市教育委員等連携事業 継続

会計・款・項・目 所　　管　　課 平  成  30  年  度  の  目

自

  標

児童・生徒の体験交流事業として、滑川市との交流（小学生）、中津川市との交流（中学生）を継続実施する
一般・10教育費・1教育総務費・1教育委員会費 学校教育課

事　業　概　要 施策内順位

子どもたちが他地

立

域の文化に触れる機会を確保するため交流事業を支援する
22/25

市長公約事項

活
動
指
標

指　標　名 単　位 平成30年度 平成31年度 平成32年度

無 サマー・サイエンススクールの参加人数
人 6 6 6

投
入
指
標

平成30年度

で

平成31年度 平成32年度

年度別事業費 876 千円 660 千円 450 千円
特
定
財
源

国・県支出金 0 千円 0 千円 0 千円 特　記　事　項

地 　方 　債 0 千円 0 千円 0 千円

そ 　の 　他 60 千円 60 千円 60 千円

一　般　財　
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政策 き

千円 17,000 千円 17,000 千円

事　務　事　業　名 新規・継続 学校給食の安全性を

る

事

確保する

目　　的
学校

　

給食食材放射性物質測

務

定事業 継続

会計・款・

　

項・目 所　　管　　課

事

平  成  30  

　

年  度  の  目

業

  標

・全小中学校で

　

月２回行う。
一般・1

名

0教育費・1教育総務

新

費・2学校運営費 学校

人

規

教育課
・検査結果をホ

・

ームページ等で公表す

継

る。

事　業　概　要 施

続

策内順位

・小中学校の

小

給食食材の放射性物質

諸

測定の実施と結果の公

市

表
21/25

市長公約

と

事項

活
動
指
標

指　標　

歴

名 単　位 平成30年度

史

平成31年度 平成32

が

的

年度

無 測定実施日数
日

に

24 24 24

投
入
指
標

つ

平成30年度 平成31

な

年度 平成32年度

年度

が

別事業費 994 千円 9

り

94 千円 994 千円
特

の

定
財
源

国・県支出金 0

あ

千円 0 千円 0 千円 特　

る

記　事　項

地 　方 

海

　債 0 千円 0 千円 0 千

育

外

円

そ 　の 　他 0 千

都

円 0 千円 0 千円

一　般

市

　財　源 994 千円 9

（

94 千円 994 千円

大学）との交

つ

流を通じて、グローバ

ま

ル社会に適応できる人

ち

材を育

目　　的 成する

施

中学生海外文化・語学

策

学習事業 継続

会計・款

１

１

・項・目 所　　管　　

－

課 平  成  30 

１

 年  度  の  

学

目  標

中学生英語合

習

宿及び海外派遣の実施

環

一般・10教育費・1

境

教育総務費・1教育委

の

員会費 学校教育課

事　

充

業　概　要 施策内順位

実

アメリカ・ミシガン州

心

を

ホランドのホープカレ

図

ッジへの中学生の派遣

り

14/25

市長公約事

、

項

活
動
指
標

指　標　名

子

単　位 平成30年度 平

ど

成31年度 平成32年

も

度

無 中学生海外派遣人

た

数
人 8 8 8

投
入
指
標

平

ち

成30年度 平成31年

の

度 平成32年度

年度別

豊

「

事業費 2,150 千円

生

2,150 千円 2,1

き

50 千円
特
定
財
源

国・

る

県支出金 0 千円 0 千円

力

0 千円 特　記　事　項

」

地 　方 　債 0 千円

を

0 千円 0 千円

そ 　の

育

 　他 0 千円 0 千円 0

み

千円

一　般　財　源 2

ま

,150 千円 2,15

か

す

0 千円 2,150 千円

事　務　事　業　名 新規・継続 小中学校において、子どもの「学ぶ環

で

境」の整備を図るとともに、適切に学校運営ができるよう支援する

目　　的
学校運営費 継続

会計・款・項・目 所　　管　　課 平  成  30  年  度  の  目  標

・教職員の働き方改革についての研究を行い、

自

教職員の負担軽減に取組む。
一般・10教育費・1教育総務費・2学校運営費 学校教育課

事　業　概　要 施策内順位

【運営費】
2/25・小中学校運営の支援

・特色ある学校運営を推進するための補助金の交付
市長公約事

立

項
・教職員の資質向上を図るための補助金の交付

活
動
指
標

指　標　名 単　位 平成30年度 平成31年度 平成32年度

無

投
入
指
標

平成30年度 平成31年度 平成32年度

年度別事業費 19,351 千円 18,000 千円 18,

で

000 千円
特
定
財
源

国・県支出金 0 千円 0 千円 0 千円 特　記　事　項

地 　方 　債 0 千円 0 千円 0 千円 「指導主事設置事業」を統合。

そ 　の 　他 900 千円 1,000 千円 1,000 千円

一　般　財　源 18,451
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政策 き

を促進する。

事　業　概　要 施策内順位

市内小中学校のあり方について、小諸市長期学校改築検討会において「たたき台」を作成し、さら
1/25に検討を加え「小諸市長期学校改築計画」を策定する。

市長公約事項

活
動
指

る

事

標

指　標　名 単　位 平

　

成30年度 平成31年

務

度 平成32年度

無 小諸

　

市長期学校改築検討会

事

の開催
回 0 0 0

投
入
指

　

標

平成30年度 平成3

業

1年度 平成32年度 懇

　

談会（説明会）の開催

名

数
回 6 6 6

年度別事業

新

費 15,914 千円 1

人

規

,000 千円 0 千円
特

・

定
財
源

国・県支出金 0

継

千円 0 千円 0 千円 特　

続

記　事　項

地 　方 

小

　債 0 千円 0 千円 0 千

学

円

そ 　の 　他 0 千

校

円 0 千円 0 千円

一　般

低

　財　源 15,914

学

千円 1,000 千円 0

年

千円

が

から英語に触

事　務　事　業　名

れ

新規・継続 小学校の管

る

理・運営に必要な備品

環

等の調達など、児童の

境

学習環境を整備する

目

育

の

　　的
小学校管理費運

形

営費 継続

会計・款・項

成

・目 所　　管　　課 平

、

  成  30  年

中

  度  の  目 

学

 標

・全小学校におい

校

てCRT検査を実施し

・

学力向上につなげる。

高

一般・10教育費・2

等

小学校費・1学校管理

つ

学

費 学校教育課
・QU検

校

査を全校2回（春・秋

で

）実施し、学級の状態

の

の把握と今後の学級経

英

営の方針を把握する。

語

事　業　概　要 施策内

教

順位 ・備品の適性な管

育

理を行う。

【運営費】

の

3/25・小学校の管

高

理・運営

・臨時職員の

ま

度

任用
市長公約事項

・関

化

係団体・事業への負担

、

金交付

活
動
指
標

指　標

教

　名 単　位 平成30年

職

度 平成31年度 平成3

員

2年度

無 QU検査の実

の

施校
校 6 6 6

投
入
指
標

指

平成30年度 平成31

導

年度 平成32年度 CR

力

T検査の実施校
校 6 6

ち

向

6
年度別事業費 120

上

,568 千円 130,

な

000 千円 130,0

目

00 千円
特
定
財
源

国・

　

県支出金 0 千円 0 千円

　

0 千円 特　記　事　項

的

地 　方 　債 0 千円

ど

0 千円 0 千円 事業名変

に

更「小学校学校管理運

つ

営事業」

そ 　の 　

施

い

他 80 千円 100 千円

て

100 千円 臨時職員（

調

調理従事員分）の共済

査

費及び賃金・旅費を小

研

学校給食運営事業へ組

究

み換え

一　般　財　源

を

120,488 千円 1

行

29,900 千円 12

い

9,900 千円 燃料費

、

のうち、給食使用分を

策

英

中学校給食運営事業へ

語

組み換え。

教育全体の充実を

１

１

図る
英語教育推進事業

－

継続

会計・款・項・目

１

所　　管　　課 平  

学

成  30  年  

習

度  の  目  標

環

平成32年度から次期

境

学習指導要領への移行

の

に向け、小学校におけ

充

る外国語活動及び外国

実

語科を先行実施する。

心

を

一般・10教育費・1

図

教育総務費・2学校運

り

営費 学校教育課

事　業

、

　概　要 施策内順位

・

子

文部科学省が策定した

ど

「グローバル化に対応

も

した英語教育改革実施

た

計画」に基く教育環境

ち

づくり
11/25推進

の

のため、小学校英語教

豊

「

育の早期化・教科化や

生

教育内容、授業数の在

き

り方、また、教育課程

る

の改

善を踏まえた中学

力

校及び高等学校におけ

」

る英語教育の目標・内

を

容の高度化や指導方法

育

への改善につ
市長公約

み

事項
いての調査研究を

ま

行う。

活
動
指
標

指　標

か

す

　名 単　位 平成30年度 平成31年度 平成32年度

無 小諸市英語教育推進委員会の開催数
回 6 6 6

投
入
指
標

平成30年度 平成31年度 平成32年度

年度別事業費 30,727 千円 30,800 千円 30,850 千円
特
定
財
源

で

国・県支出金 0 千円 0 千円 0 千円 特　記　事　項

地 　方 　債 0 千円 0 千円 0 千円 名称「英語教育推進事業」に変更

そ 　の 　他 0 千円 0 千円 0 千円

一　般　財　源 30,727 千円 30,800 千円 30,850 千円

自

事　務　事　業　名 新規・継続 児童・生徒数の減少、校舎の老朽化、厳しい財政状況・今後

立

の教育のあり方等の検討を踏まえた「小諸市長期

目　　的 学校改築計画」を策定する
長期学校改築計画策定事業 継続

会計・款・項・目 所　　管　　課 平  成  30  年  度  の  目  標

「学校施設長寿命化計

で

画」の策定等により、長期学校改築計画を検討する上での基礎データを充実させ、データに基づい
一般・10教育費・1教育総務費・2学校運営費 学校教育課

た分かりやすい説明を重ねながら、計画内容についての合意形成
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政策 き

,000 千円 64,000 千円
特
定
財
源

国・県支出金 0 千円 0 千円 0 千円 特　記　事　項

地 　方 　債 0 千円 0 千円 0 千円

そ 　の 　他 0 千円 0 千円 0 千円

一　般　財　源 64,218 千円 64,000 千円 64,00

る

事

0 千円

　務　事　業

事　務　事　業　

　

名 新規・継続 児童・教

名

職員の健康管理を行う

新

とともに、傷害給付に

人

規

より保護者の負担軽減

・

を図る

目　　的
小学校

継

保健事業 継続

会計・款

続

・項・目 所　　管　　

小

課 平  成  30 

学

 年  度  の  

校

目  標

・保護者の負

施

担軽減を図り、適正に

設

保険給付を行う。
一般

を

・10教育費・2小学

が

適

校費・1学校管理費 学

切

校教育課
・学校保健法

に

等の改正に伴う検査内

維

容について、養護委員

持

会、小諸北佐久医師会

・

と連携し適切に実施す

管

る。

事　業　概　要 施

理

策内順位 ・労働安全衛

す

生法の改正に伴うスト

る

レスチェックを全校で

育

た

実施するか検討する。

め

・傷害保険の給付
17

保

/25・小学校におけ

守

る児童・教職員を対象

点

とした各種検診・検査

検

の実施

市長公約事項

活

、

動
指
標

指　標　名 単　

修

位 平成30年度 平成3

繕

1年度 平成32年度

無

、

該当事件数に対する給

つ

営

付件数の割合
％ 100

繕

100 100

投
入
指
標

工

平成30年度 平成31

事

年度 平成32年度 受診

を

率
％ 100 100 10

行

0
年度別事業費 15,

い

618 千円 15,00

、

0 千円 15,000 千

児

円
特
定
財
源

国・県支出

童

金 0 千円 0 千円 0 千円

ま

の

特　記　事　項

地 　

学

方 　債 0 千円 0 千円

習

0 千円 「小学校学校保

環

健事業」に事業名変更

境

そ 　の 　他 2,2

を

00 千円 2,200 千

整

円 2,200 千円 「小

備

学校児童生徒健康管理

す

事業」と統合

一　般　

る

財　源 13,418 千

ち

目

円 12,800 千円 1

　

2,800 千円

　的
小学校施設維

施

持管理事業 継続

会計・

策

款・項・目 所　　管　

１

１

　課 平  成  30

－

  年  度  の 

１

 目  標

・野岸小学

学

校管理棟改築工事の工

習

期内竣工の実現を図り

環

、年度内に新校舎での

境

授業を開始する。
一般

の

・10教育費・2小学

充

校費・1学校管理費 学

実

校教育課
・平成30年

心

を

度中の「学校施設長寿

図

命化計画」策定に伴い

り

、平成30年度におい

、

ては特に緊急性の高い

子

もの及び安全に係る案

ど

事　業　概　要 施策内

も

順位 　件に限定し対応

た

する。

・小学校施設を

ち

維持管理するための保

の

守点検、修繕、営繕工

豊

「

事など
7/25

市長公

生

約事項

活
動
指
標

指　標

き

　名 単　位 平成30年

る

度 平成31年度 平成3

力

2年度

無 施設の長寿命

」

化に繋がる改修件数
件

を

1 1 1

投
入
指
標

平成3

育

0年度 平成31年度 平

み

成32年度

年度別事業

ま

費 838,830 千円

か

す

60,500 千円 60,500 千円
特
定
財
源

国・県支出金 197,748 千円 0 千円 0 千円 特　記　事　項

地 　方 　債 436,900 千円 0 千円 0 千円

そ 　の 　他 30 千円 30 千円 30 千円

一　般　財　源 204,

で

152 千円 60,470 千円 60,470 千円

事　務　事　業　名 新規・継続 安全で美味し

自

い学校給食を提供するとともに、食育を推進する

目　　的
小学校給食運営事業 継続

会計・款・項・目 所　　管　　課 平  成  30  年  度  の  目  標

・地産地消の取組みについて、保護者などへの市民周知

立

を行う。
一般・10教育費・2小学校費・1学校管理費 学校教育課

・アレルギー対応に関するマニュアル等の検証を行い、適宜改定を行う。

事　業　概　要 施策内順位 ・調理従事員研修会の内容を見直す。

自校方式で学校給

で

食を提供する
19/25

市長公約事項

活
動
指
標

指　標　名 単　位 平成30年度 平成31年度 平成32年度

一部 給食日
日 210 210 210

投
入
指
標

平成30年度 平成31年度 平成32年度

年度別事業費 64,218 千円 64
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政策 き

源

国・県支出金 0 千円 0 千円 0 千円 特　記　事　項

地 　方 　債 0 千円 0 千円 0 千円 「小学校ＩＣＴ環境整備事業」に名称変更する。

そ 　の 　他 0 千円 0 千円 0 千円

一　般　財　源 17,261 千円 17,300 千円

る

事

17,300 千円

　務　事　業

事　務

　

　事　業　名 新規・継

名

続 特別な配慮や支援を

新

必要とする児童、保護

人

規

者に対して支援を行う

・

目　　的
小学校教育支

継

援事業 継続

会計・款・

続

項・目 所　　管　　課

文

平  成  30  

化

年  度  の  目

芸

  標

・学校との密な

術

連携から対象者を確実

体

に把握し、適切に交付

験

する。
一般・10教育

が

を

費・2小学校費・2教

通

育振興費 学校教育課
・

じ

支援教員の資質向上の

て

ための研修会を実施す

豊

る。

事　業　概　要 施

か

策内順位

・遠距離通学

な

児童の保護者に対する

感

補助金の交付
5/25

性

・要保護・準要保護世

を

帯に対する就学援助費

育

養

の支給

・特別支援教室

う

に通う児童の保護者に

目

対する就学奨励費の支

　

給
市長公約事項

・小学

　

校低学年時の学習習慣

的

形成と集団生活の中で

小

の生活習慣の形成

活
動

学

指
標

指　標　名 単　位

校

平成30年度 平成31

教

年度 平成32年度

無 該

つ

育

当世帯件数に対しての

振

補助金交付件数の割合

興

％ 100 100 100

事

投
入
指
標

平成30年度

業

平成31年度 平成32

継

年度 支援教員への研修

続

回数
回 4 4 4

年度別事

会

業費 35,214 千円

計

35,000 千円 35

・

,000 千円
特
定
財
源

ま

款

国・県支出金 407 千

・

円 407 千円 407 千

項

円 特　記　事　項

地 

・

　方 　債 0 千円 0 千

目

円 0 千円 平成２９年度

所

より「小学校低学年学

　

習支援事業」を統合す

　

る。

そ 　の 　他 0

管

千円 0 千円 0 千円

一　

　

般　財　源 34,80

ち

　

7 千円 34,593 千

課

円 34,593 千円

平  成  30

施

  年  度  の 

策

 目  標

・学校現場

１

１

のニーズを把握し、事

－

業が円滑に実施できる

１

よう引き続き事務改善

学

を検討する。
一般・1

習

0教育費・2小学校費

環

・2教育振興費 学校教

境

育課

事　業　概　要 施

の

策内順位

・「きらら会

充

」による小学５年生を

実

対象とした体験授業の

心

を

開催
9/25・小学校

図

の理科教育備品の整備

り

市長公約事項

活
動
指
標

、

指　標　名 単　位 平成

子

30年度 平成31年度

ど

平成32年度

無 音楽の

も

体験授業実施校数
校 6

た

6 6

投
入
指
標

平成30

ち

年度 平成31年度 平成

の

32年度

年度別事業費

豊

「

1,806 千円 1,8

生

00 千円 1,800 千

き

円
特
定
財
源

国・県支出

る

金 500 千円 500 千

力

円 500 千円 特　記　

」

事　項

地 　方 　債

を

0 千円 0 千円 0 千円 「

育

小学校教育振興事業」

み

に事業名変更

そ 　の

ま

 　他 0 千円 0 千円 0

か

す

千円 「一流の音楽に触れる体験授業」及び「小学校理科教育等設備整備」を統合する。

一　般　財　源 1,306 千円 1,300 千円 1,300 千円

で

事　務　事　業　名 新規・継続 情報通信技術を活用した教育環境の整備のほか、児童が情報に正しく向き合い、適切に利用できる力を育む

目　　的
小学校ＩＣＴ教育

自

推進事業 継続

会計・款・項・目 所　　管　　課 平  成  30  年  度  の  目  標

・ＩＣＴ教育先進地を視察し、ＩＣＴ教育推進を図るため情報機器の整備計画を作成する。
一般・10教育費・2小学校費・

立

2教育振興費 学校教育課
・情報機器を使用した学力定着度の研究を行う。

事　業　概　要 施策内順位

・パソコン教室等、情報教育に係る環境の整備
12/25

市長公約事項

活
動
指
標

指　標　名 単　位 平成30年度 平成31年

で

度 平成32年度

無 クラスの児童数に対するパソコン教室のパソコン設置数
100 100 100

の割合

投
入
指
標

平成30年度 平成31年度 平成32年度

年度別事業費 17,261 千円 17,300 千円 17,300 千円
特
定
財
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政策 き

1 1 1

投
入
指
標

平成30年度 平成31年度 平成32年度

年度別事業費 12,714 千円 20,500 千円 20,500 千円
特
定
財
源

国・県支出金 0 千円 0 千円 0 千円 特　記　事　項

地 　方 　債 0 千円 0 千円 0 千円

そ 　

る

事

の 　他 400 千円 6

　

40 千円 640 千円

一

務

　般　財　源 12,3

　

14 千円 19,860

事

千円 19,860 千円

　業　名 新

人

規

事

・

　務　事　業　名 新規

継

・継続 安全で美味しい

続

学校給食を提供すると

中

ともに、食育を推進す

学

る

目　　的
中学校給食

校

運営事業 継続

会計・款

の

・項・目 所　　管　　

管

課 平  成  30 

理

 年  度  の  

が

・

目  標

・地産地消の

運

取組みについて、保護

営

者などへの市民周知や

に

市外へのＰＲ方法を検

必

討する。
一般・10教

要

育費・3中学校費・1

な

学校管理費 学校教育課

備

・アレルギー対応に関

品

するマニュアル等の検

等

証を行い、適宜改定を

育

の

行う。

事　業　概　要

調

施策内順位

自校方式で

達

学校給食を提供する
2

な

0/25

市長公約事項

ど

活
動
指
標

指　標　名 単

、

　位 平成30年度 平成

生

31年度 平成32年度

徒

全て 給食日
日 200 2

の

00 200

投
入
指
標

平

学

成30年度 平成31年

つ

習

度 平成32年度

年度別

環

事業費 25,965 千

境

円 24,500 千円 2

を

4,500 千円
特
定
財

整

源

国・県支出金 0 千円

備

0 千円 0 千円 特　記　

す

事　項

地 　方 　債

る

0 千円 0 千円 0 千円

そ

目

 　の 　他 0 千円 0

　

千円 0 千円

一　般　財

ま

　

　源 25,965 千円

的

24,500 千円 24

中

,500 千円

学校管理費運営

ち

費 継続

会計・款・項・

施

目 所　　管　　課 平 

策

 成  30  年 

１

１

 度  の  目  

－

標

・QU検査を全校2

１

回（春・秋）実施し、

学

学級の状態の把握と今

習

後の学級経営の方針を

環

把握する。
一般・10

境

教育費・3中学校費・

の

1学校管理費 学校教育

充

課
・備品の適性な管理

実

を行う。

事　業　概　

心

を

要 施策内順位

【運営費

図

】
4/25・中学校の

り

管理・運営

・臨時職員

、

の任用
市長公約事項

・

子

関係団体・事業への負

ど

担金交付

活
動
指
標

指　

も

標　名 単　位 平成30

た

年度 平成31年度 平成

ち

32年度

無 QU検査の

の

実施校
校 2 2 2

投
入
指

豊

「

標

平成30年度 平成3

生

1年度 平成32年度

年

き

度別事業費 61,95

る

2 千円 61,000 千

力

円 61,000 千円
特

」

定
財
源

国・県支出金 0

を

千円 0 千円 0 千円 特　

育

記　事　項

地 　方 

み

　債 0 千円 0 千円 0 千

ま

円 事業名変更「中学校

か

す

学校管理運営事業」

そ 　の 　他 30 千円 30 千円 30 千円 臨時職員（学校給食職員）の共済費及び賃金・旅費を中学校給食運営事業へ組み換え。

一　般　財　源 61,922 千円 60,970 千円 60,970 千円 燃料

で

費のうち、給食使用分を中学校給食運営事業へ組み換え。

事　務　事　業　名 新規・継続 中

自

学校施設を適切に維持・管理するため保守点検、修繕、営繕工事を行い、生徒の学習環境を整備する

目　　的
中学校施設維持管理事業 継続

会計・款・項・目 所　　管　　課 平  成  30  年  度  の  目  標

立

・平成30年度中の「学校施設長寿命化計画」策定に伴い、平成30年度においては特に緊急性の高いもの及び安全に係る案
一般・10教育費・3中学校費・1学校管理費 学校教育課

　件に限定し対応する。

事　業　概　要

で

施策内順位

・中学校施設を維持するための保守点検、修繕、営繕工事など工事・修繕・業務委託
8/25

市長公約事項

活
動
指
標

指　標　名 単　位 平成30年度 平成31年度 平成32年度

無 施設の長寿命化に繋がる改修件数
件
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政策 き

年度 平成32年度

無 理科教育備品の必要な備品数に対する整備した備品数の
100 100 100

割合

投
入
指
標

平成30年度 平成31年度 平成32年度

年度別事業費 2,249 千円 4,000 千円 4,000 千円
特
定
財
源

国・

る

事

県支出金 874 千円 8

　

50 千円 850 千円 特

務

　記　事　項

地 　方

　

 　債 0 千円 0 千円 0

事

千円 「中学校教育振興

　

事業」に事業名変更

そ

業

 　の 　他 0 千円 0

　

千円 0 千円 「地域スポ

名

ーツ人材活用実践支援

新

事業」及び「中学校理

人

規

科教育等設備整備」を

・

統合する。

一　般　財

継

　源 1,375 千円 3

続

,150 千円 3,15

生

0 千円

徒・教職員

が

の

事　務　事　業　

健

名 新規・継続 情報通信

康

技術を活用した教育環

管

境を整備し、生徒の操

理

作技術の向上や情報モ

を

ラルへの指導を行う

目

行

　　的
中学校ＩＣＴ教

う

育推進事業 継続

会計・

と

款・項・目 所　　管　

と

　課 平  成  30

育

も

  年  度  の 

に

 目  標

・タブレッ

、

ト端末等を整備し、生

傷

徒の情報教育支援を行

害

う。
一般・10教育費

給

・3中学校費・2教育

付

振興費 学校教育課
・Ｉ

に

ＣＴ教育推進先進地を

よ

視察し、必要となる機

り

器等を検討する。

事　

つ

保

業　概　要 施策内順位

護

・情報機器を使用した

者

学力定着度の研究を行

の

う。

・パソコン教室等

負

、情報教育に係る環境

担

の整備
13/25

市長

軽

公約事項

活
動
指
標

指　

減

標　名 単　位 平成30

を

年度 平成31年度 平成

図

32年度

無 クラスの生

ま

る

徒数に対するパソコン

目

教室のパソコン設置数

　

％ 100 100 100

　

の割合

投
入
指
標

平成3

的

0年度 平成31年度 平

中

成32年度

年度別事業

学

費 19,224 千円 9

校

,100 千円 9,10

保

0 千円
特
定
財
源

国・県

健

支出金 0 千円 0 千円 0

ち

事

千円 特　記　事　項

地

業

 　方 　債 0 千円 0

継

千円 0 千円 「中学校Ｉ

続

ＣＴ環境整備推進事業

会

」に名称変更する。

そ

計

 　の 　他 0 千円 0

・

千円 0 千円

一　般　財

款

　源 19,224 千円

・

9,100 千円 9,1

項

00 千円

施

・目 所　　管　　課 平

策

  成  30  年

１

１

  度  の  目 

－

 標

・保護者の負担軽

１

減を図り、適正に保険

学

給付を行う。
一般・1

習

0教育費・3中学校費

環

・1学校管理費 学校教

境

育課
・学校保健法等の

の

改正に伴う検査内容に

充

ついて、養護委員会、

実

小諸北佐久医師会と連

心

を

携し適切に実施する。

図

事　業　概　要 施策内

り

順位

・傷害保険の給付

、

18/25・中学校に

子

おける生徒・教職員を

ど

対象とした各種検診・

も

検査の実施

市長公約事

た

項

活
動
指
標

指　標　名

ち

単　位 平成30年度 平

の

成31年度 平成32年

豊

「

度

無 該当事件数に対す

生

る給付件数の割合
％ 1

き

00 100 100

投
入

る

指
標

平成30年度 平成

力

31年度 平成32年度

」

受診の機会を提供し、

を

対象者全員に受診して

育

もらうため
100 10

み

0 100
年度別事業費

ま

9,159 千円 9,0

か

す

64 千円 9,064 千円 に100％とした。
特
定
財
源

国・県支出金 0 千円 0 千円 0 千円 特　記　事　項

地 　方 　債 0 千円 0 千円 0 千円 「中学校学校保健事業」に事業名変更

そ 　の 　他 2,500 千円 2,500 千円

で

2,500 千円 「中学校児童生徒健康管理事業」と統合

一　般　財　源 6,659 千円 6,564 千円 6,564 千円

自

事　務　事　業　名 新規・継続 部活動に対する支援を行うほか、理科教育備品の充実を図る

目　　的
中学校教育振興事業 継続

会計・款・項・目 所　　管　　課 平  成  30  年  度  の

立

  目  標

・学校現場のニーズを把握し、事業が円滑に実施できるよう引き続き事務改善を検討する。
一般・10教育費・3中学校費・2教育振興費 学校教育課

・部活動指導員を雇用し、教職員の負担軽減効果を検証する

で

。

事　業　概　要 施策内順位

・部活動が外部指導者として市内の人材を活用した際の当該指導者に対する謝礼の支払い
10/25・中学校の理科教育備品の整備

市長公約事項

活
動
指
標

指　標　名 単　位 平成30年度 平成31
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政策 き

の割
％ 100 100 100

合

投
入
指
標

平成30年度 平成31年度 平成32年度

年度別事業費 320 千円 320 千円 320 千円
特
定
財
源

国・県支出金 0 千円 0 千円 0 千円 特　記　事　項

地 　方 　債 0 千円 0 千円 0 千円 事業

る

事

名の変更「奨学費運営

　

事業」

そ 　の 　他

務

320 千円 320 千円

　

320 千円

一　般　財

事

　源 0 千円 0 千円 0 千

　

円

業　名 新

人

規・

事　務　事　業　名 新

継

規・継続 家庭的、経済

続

的な理由により就学が

特

困難な生徒・学生に対

別

して奨学金を貸与し、

な

就学機会の拡大を図る

配

目　　的
奨学費貸付事

慮

業 新規

会計・款・項・

や

目 所　　管　　課 平 

が

支

 成  30  年 

援

 度  の  目  

を

標

ホームページ、中学

必

校、市内在住者が在籍

要

する高等学校へ募集案

と

内を送付し、制度の周

す

知を行う。
奨学・1奨

る

学費・1奨学費・1奨

生

学費 学校教育課

事　業

徒

　概　要 施策内順位

・

育

、

小諸市大津秀子奨学金

保

の貸付と返済受納
16

護

/25

市長公約事項

活

者

動
指
標

指　標　名 単　

に

位 平成30年度 平成3

対

1年度 平成32年度

無

し

審査基準を満たした利

て

用希望者数に対する貸

支

付件数の割
％ 100 1

援

00 100
合

投
入
指
標

つ

を

平成30年度 平成31

行

年度 平成32年度

年度

う

別事業費 5,640 千

目

円 6,120 千円 6,

　

480 千円
特
定
財
源

国

　

・県支出金 0 千円 0 千

的

円 0 千円 特　記　事　

中

項

地 　方 　債 0 千

学

円 0 千円 0 千円 奨学費

校

給付事業を新設したた

ま

教

め、奨学費運営事業の

育

名称変更

そ 　の 　

支

他 5,640 千円 6,

援

120 千円 6,480

事

千円

一　般　財　源 0

業

千円 0 千円 0 千円

継続

会計

ち

・款・項・目 所　　管

施

　　課 平  成  3

策

0  年  度  の

１

１

  目  標

・学校と

－

の密な連携から対象者

１

を確実に把握し、適切

学

に交付する。
一般・1

習

0教育費・3中学校費

環

・2教育振興費 学校教

境

育課

事　業　概　要 施

の

策内順位

・遠距離通学

充

生徒の保護者に対する

実

補助金の交付
6/25

心

を

・要保護・準要保護世

図

帯に対する就学援助費

り

の支給

・特別支援教室

、

に通う生徒の保護者に

子

対する就学奨励費の支

ど

給
市長公約事項

活
動
指

も

標

指　標　名 単　位 平

た

成30年度 平成31年

ち

度 平成32年度

無 該当

の

世帯件数に対しての補

豊

「

助金交付件数の割合
％

生

100 100 100

投

き

入
指
標

平成30年度 平

る

成31年度 平成32年

力

度

年度別事業費 18,

」

869 千円 18,50

を

0 千円 18,500 千

育

円
特
定
財
源

国・県支出

み

金 379 千円 373 千

ま

円 373 千円 特　記　

か

す

事　項

地 　方 　債 0 千円 0 千円 0 千円 事業名変更「中学校遠距離通学費補助金交付事業」

そ 　の 　他 0 千円 0 千円 0 千円 「中学校教育支援事業」に事業名変更。

一　般　財　源 18,490 千円 18,127 千円 1

で

8,127 千円 「中学校要保護・準要保護生徒就学援助費」及び「中学校特別支援教育就学奨励費」を統合。

自

事　務　事　業　名 新規・継続 家庭的、経済的な理由により就学が困難な生徒・学生に対して奨学金を貸与及び給付を行い、就学機会の拡大

目　　的 を図る
奨学費運営費 継続

会計・款・項・目 所　　管　　

立

課 平  成  30  年  度  の  目  標

適時適切な情報提供により、就学機会を提供していく
奨学・1奨学費・1奨学費・1奨学費 学校教育課

基金の適切な管理

事　業　概　要 施策内順位

・小諸市奨学金審査会

で

の運営
24/25・小諸市大津秀子奨学金の貸付と返済受納

・小諸市あさま奨学金の給付
市長公約事項

活
動
指
標

指　標　名 単　位 平成30年度 平成31年度 平成32年度

無 審査基準を満たした利用希望者数に対する貸付件数
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政策 きる

事　務　事　業　名 新

人

規・継続 家庭的、経済

が

的な理由により就学が

育

困難な大学進学希望者

つ

に対して奨学金を給付

ま

し、就学機会の拡大を

ち

図る

目　　的
奨学費給

施

付事業 新規

会計・款・

策

項・目 所　　管　　課

１

１

平  成  30  

－

年  度  の  目

１

  標

ホームページ、

学

市内在住者在学する高

習

等学校へ募集案内を行

環

い、周知を図る。
奨学

境

・1奨学費・1奨学費

の

・1奨学費 学校教育課

充

事　業　概　要 施策内

実

順位

小諸市あさま奨学

心

を

金の給付
15/25

市

図

長公約事項

活
動
指
標

指

り

　標　名 単　位 平成3

、

0年度 平成31年度 平

子

成32年度

無 審査基準

ど

を満たした利用希望者

も

に対する給付件数の割

た

合
％ 100 100 10

ち

0

投
入
指
標

平成30年

の

度 平成31年度 平成3

豊

「

2年度

年度別事業費 9

生

60 千円 960 千円 9

き

60 千円
特
定
財
源

国・

る

県支出金 0 千円 0 千円

力

0 千円 特　記　事　項

」

地 　方 　債 0 千円

を

0 千円 0 千円

そ 　の

育

 　他 960 千円 96

み

0 千円 960 千円

一　

ま

般　財　源 0 千円 0 千

か

す

円 0 千円

で自立で
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政策 き

指
標

平成30年度 平成

る

31年度 平成32年度

人

年度別事業費 135,

が

768 千円 135,7

育

68 千円 135,76

つ

8 千円
事務局給与費 継

ま

続
特
定
財
源

国・県支出

ち

金 0 千円 0 千円 0 千円

施

会計・款・項・目 所　

策

　管　　課 地 　方 

１

１

　債 0 千円 0 千円 0 千

－

円

そ 　の 　他 0 千

１

円 0 千円 0 千円
一般・

学

10教育費・1教育総

習

務費・1教育委員会費

環

学校教育課
一　般　財

境

　源 135,768 千

の

円 135,768 千円

充

135,768 千円

実

心

を図り

事　務　事　業　

、

名 新規・継続

投
入
指
標

子

平成30年度 平成31

ど

年度 平成32年度

年度

も

別事業費 79,821

た

千円 81,000 千円

ち

82,000 千円
小学

の

校管理費給与費 継続
特

豊

「

定
財
源

国・県支出金 0

生

千円 0 千円 0 千円

会計

き

・款・項・目 所　　管

る

　　課 地 　方 　債

力

0 千円 0 千円 0 千円

そ

」

 　の 　他 0 千円 0

を

千円 0 千円
一般・10

育

教育費・2小学校費・

み

1学校管理費 学校教育

ま

課
一　般　財　源 79

か

す

,821 千円 81,000 千円 82,000 千円

事　務　事　業　名 新規・継続

投
入
指
標

平成30年度 平成31年度 平成32年度

年度別事業費 29,

で

488 千円 34,000 千円 34,000 千円
中学校管理費給与費 継続

特
定
財
源

国・県支出金 0 千円 0 千円 0 千円

会計・款・項・目 所　　管　　課 地 　方 　債 0 千円 0 千円 0 千円

そ 　の 　他 0 千円 0 千円 0 千円
一般

自

・10教育費・3中学校費・1学校管理費 学校教育課
一　般　財　源 29,488 千円 34,000 千円 34,000 千円

立

事　務　事　

で

業　名 新規・継続

投
入
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